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② Terzaghi の一次元圧密理論と C一定の組合せ











的とした。まず通常の圧密試験より得られる e – log p 関係に対して簡易にフィッティングできるモデル
を考案した。本モデルにおいて用いられるパラメータは，粘性土の基本的な指標値である液性限界と関
連付けたパラメータを基本に，構造の影響を付加したものであることが大きな特徴である。本研究は粘
























第 2 章 既往の研究
粘性土の構造，圧縮・圧密特性に関する既往の研究を整理し，本研究の位置付けを確
認する。
第 3 章 自然堆積粘土の構造の評価
通常の圧密試験より得られる圧縮曲線（e – log p 曲線）を用いて構造を表現するような
指標を定義し，構造の高位な度合いを定量化する。さらに，液性限界などの物理特性と
関連付けながら整理する。
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圧縮・圧密・力学的特性 間隙比等の状態量 Burland (1990), 土田（2001），
微視的構造
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圧密試験から求められる e – log p 曲線を用いて粘土の構造のレベルを議論した研究としては，
Burland による研究 13）がある。Burland は，数多くの粘土について液性限界 wLの 1.0～1.5 倍の初期























e – log p 関係は最終的に ICL に収れんするとした 13)。このように，Burland の ICL は液性限界を用
いて正規化した間隙指数を用いて，堆積過程で形成される構造がないときの間隙比と圧密圧力を示
しており，同じ圧力における ICL との間隙指数との差が自然地盤の構造の程度を示すと言える。な
お，最近，Hong らは液性限界の 0.7～2.0 倍の初期含水比で一連の一次元圧密試験を行い，ICL が粘
土の初期含水比による影響を受けることを明らかにし，低圧密圧力領域を含む拡張した ICL（EICL）
を示している 14)。
土田は多数の海成粘土の e–log p 関係を ln v と ln p の関係として整理し，圧密圧力が pc の 4 倍以
上の領域で両者の直線関係に着目してこれを究極基準曲線（USC）とよび，USC がほぼ液性限界で
決まっていることを示した。土田の USC は粘土が高含水比のスラリーの状態から一次元的に圧密
したときの e – log p 関係を示すものであり，液性限界 wLの 1.0～1.5 倍の初期含水比で練り返した








































マクロペッド （> 50 m） マクロポア （> 10 m） 肉眼あるいは虫眼鏡の利用（×1）
メゾペッド （2～50 m） メゾポア （1～10 m） 光学顕微鏡の範囲 （×102）
ミクロペッド （0.1～2 m） ミクロポア （0.01～1 m） 走査型電子顕微鏡の範囲 （×104）
サブミクロペッド（< 0.1 m） サブミクロポア （< 100 Å） 透過型電子顕微鏡の範囲 （×105）
基本モデルとは，基本単位の配列の程度を表現するものであり，ランダム構造（random structure），






























































































奥村は，乱れの少ない粘土試料を用いて三軸 UU 圧縮試験を行って圧縮ひずみ 15，30，50%をそ
れぞれ与えた試料を成形して段階載荷圧密試験を実施し，圧縮変形が粘土の圧縮曲線に及ぼす影響
を報告している 29)。
図 2.2.10 撹乱による e – log p 関係の変化（本牧粘土）





















































図 2.3.1 Bjerrum による沈下解析の概念




べるため，標準圧密試験装置（段階載荷装置；φ= 6 cm，H = 2cm），K0 三軸圧密試験装置（φ= 5 cm，





















図 2.3.3 風化作用を受けた典型的な地質断面（Moum and Rosenqvist, 1955）
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(a) 東京湾 (b) 大阪湾
図 2.3.5 炭酸カルシウム含有量とせん断強さの深度分布
















に示した。半澤・岸田は，aged 粘土の場合に e – p 曲線
上に適切に表現できないため，非排水せん断強さ Suとの
関係 Su – p 関係によることで，より適切に状態を評価で
きるとしている（図 2.3.8，図 2.3.9）。さらに，過圧
密 young 粘土との差異について指摘しており，破壊ひず





図 2.3.8 年代効果を受けた粘土の e – p 曲線















  0log pkt  （2.1）
ここに，k はセメンテーションによ
る強度増加係数でと p0 の単位を
kN/m2 とすると k = 0.3 (kN/m2)0.5 と
なる。













































































Ccmax/Cc*，Cc*は圧力が十分大きい時の圧縮指数）で比較すると，室温圧密試料が rc =1.0～1.1 であ
るのに対し，高温圧密試料では rc =1.9～2.1 となっており，自然堆積粘土（完新統）が rc =1.1～3.0
であることを考慮すると，自然堆積粘土に概ね等しい圧縮指数比を有していると言える。
年代効果を再現する研究ではないが，渡部ほか（2001）は，貧配合セメント処理土の力学特性を
評価する目的で，一軸圧縮強さが 100～200 kPa 程度のセメント固化処理土の力学特性を詳細に調べ
ている。渡部らの結果によると，セメントを添加することにより，間隙比はセメント無添加の場合
に比べ大きくなるが，圧密試験における圧縮曲線をみると，圧密降伏応力を越えた正規圧密領域に
おいて間隙比 e と圧密圧力 log p の関係はほぼ直線となっており，自然粘土のように正規圧密領域
















圧密圧力 p の対数 log p について，圧密降伏応力を境として圧縮指数 Cc と膨張指数 Csという 2 つの


























②EOP (end of primary) 概念 (Mesri and Choi, 1985) と Cα/Cc 一定概念 (Mesri and Godlewski, 1977;
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Mesri and Castro, 1987)
本アプローチは①とほぼ同じであり，一次圧密終了後に二次圧密が log t に応じて発生するとい
うものである。Mesri and Choi (1985)は，段階載荷圧密試験において EOP(一次圧密終了時)の沈下
データから作った圧縮曲線から得られる圧密降伏応力が，原位置でも試験室でも一致することを
経験的に見出した。さらに，Mesri and Godlewski (1977), Mesri and Castro (1987)の Cα/Cc 一定の概
念により，ε～log p 関係がクリープによって載荷継続時間とともに下方にシフトしていくことを
表現している。
③アイソタック (Isotache) 概念 (Šuklje, L., 1957)
ある圧密圧力の下ではひずみ速度に応じてひずみが唯―に決定されるとする。2.4 に詳述する。
一次圧密後の長期沈下と密接な関連を有する問題が，粘土の圧密沈下における層厚の影響である。




最大排水距離 H の 2 乗に比例するという，いわゆる H2 則が成り立つ。一方で，現場で生じる圧密
沈下挙動と試験室で得られる圧密沈下挙動との関係について，層厚の影響がどのように現れるかと


















図 2.4.1 圧密沈下予測における仮定 A と仮定 B
（Jamiolcowski et al., 1985）
仮定 A では，クリープ変形は一次圧密終了(EOP)後にしか発生しないとする。したがって，H2 則
が圧密過程全般に適用でき，EOP における原位置での圧縮ひずみは，試験室での圧縮ひずみと同じ
値になる。一方，仮定 B では，構造的な粘性がクリープ挙動を支配していて，クリープ変形は過剰




この問題を重要視して検証したのが，有名な Aboshi（1973）の研究である。Aboshi は，直径 6cm，






その他，圧密問題に関する層厚の影響に関しては，Berre and lversen (1972), Ladd et al. (1977),
















圧密とせん断を同時に考慮できる Cam-clay model（Roscoe et al., 1958; Schofield and Wroth, 1968）
が提案されて以来，構成モデルの研究も活発に進められてきており，特に我が国の実務においては，













アイソタック（isotache）概念は Šuklje, L. (1957)によって提案された粘性の影響に関する概念であ





図 2.5.1 は，Leroueil らの有名な実験結果である。Batiscan 粘土はセントローレンス川北側沿岸に
位置する Batiscan より採取された試料で，深度 7.25～7.46m，自然含水比 wn = 80 %，塑性指数 Ip = 21，
液性指数 IL = 2.7，pc = 88 kPa である。1.7×108
～4×105 s1 までのひずみ速度にて CRS 試験を
実施した結果，ひずみ速度が速いほど大きい過















s1 にて開始後，ひずみ 3.7%時点で 1.05×107 s1
に変更している。その次の段階として，ひずみ







 vp f  
 vpv g  





内と原位置とでは計測されるひずみ速度の範囲が異なっており，室内では 108 s1 のオーダー以上で
あるのに対し，原位置ではそれより小さい 109 s1 以下となっている。
その他の研究では，Yin et al. (1994), Adachi et al. (1996), Kim and Leroueil (2001)を始め，多くの研究
者によって取り組まれている。また，関西国際空港海底粘上の長期沈下に関しても，アイソタック
概念を適用できることが明らかにされてきており，Imai et al .(2005)や Tanaka et al. (2006)の研究など
がある。
以上のように，アイソタック概念を粘土の長期沈下予測に適用する研究が進められ，良好な結果
図 2.5.3 特殊な CRS 試験結果 図 2.5.4 Leroueil らによるレオロジーモデル
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線（USC）を用いた4)。USCは，圧密圧力が十分に大きい場合に最終的に収れんする e – log p関係で
あり，後に述べるように液性限界と関連づけられる4)。図 3.2.1は圧縮曲線を圧密圧力pと比体積 v
（= 1+e，e: 間隙比）との関係で模式的に示したものである。図中の点線は，当該粘土が非常に高
































図 3.2.1 圧密圧力pと比体積 vで示した圧縮曲線
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Lln12.0 va  (3.5)





















を用いた圧縮曲線のモデルを導入し，各種のe – log p曲線に当てはめることで構造の大きさを定量
的に示すことを試みた。さらに本モデルを用いて，自然堆積地盤の構造の影響が粘土地盤の圧縮特
性に及ぼす影響を検討し，e – log p曲線を用いた慣用沈下解析への適用方法を提案している。




本研究では，e–log p曲線において圧密圧力が十分大きい際にはln v – ln p関係が線形関係にあるUSC
に収れんし，USCは概ね液性限界によって決定される，という仮定を用いた。具体例として，大阪湾
粘土の中でも特に圧縮性の高いMa12のCRS試験による圧縮曲線を図 3.3.1に示す。図のように圧密
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1) 圧密試験結果をln v–ln (p/pc)関係に整理する。ただし，pcは圧密試験から慣用法で求められる圧
密降伏応力である。
















* ln pabb  (3.8)
これより，p/pc>4（ln(p/pc)が1.39以上）で十分に直線関係となったときの圧縮曲線より最小自乗






































































り得られるvとの差が最小となるような組合せを求めた（pc付近である0.5 ≦ p/pc ≦ 1.2付近の範囲
を対象として計算した）。













































































wL, wP, wn (%)
図 3.4.1(a) 検討に用いた大阪湾粘土の物性の深度分布（沖積粘土Ma13）

































































































図 3.4.2(a) 大阪湾沖積粘土のln v- ln (p/pc) 関係































図 3.4.2(b) 大阪湾洪積粘土のln v – ln (p/pc)関係
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～60%であって，鋭敏比が15以上を示し，著しく鋭敏である。自然含水比wnの範囲は62～83％であ


































図 3.4.3 ln v – ln (p/pc)関係（ボスケナー粘土）
































図 3.4.4 ln v – ln (p/pc)関係（ルイズヴィル粘土）



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 3.4.18 係数A，B，Cの深度分布 (徳山下松港粘土)
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3.5.2 人為的に乱した粘土の構造パラメータ
図 3.5.1は，奥村が名古屋港鍋田粘土試料(液性限界wL = 100 %)に人為的な攪乱（三軸UU試験に
よる圧縮ひずみの付与）を与えて実施した圧密試験によるe － log p曲線27)をlnv－ln p/pc グラフ上
に整理したものである。図の15%，30%，50%は圧密試験の前に試料に与えた圧縮ひずみを示して
いる。また，USCは不撹乱試料の正規圧密状態のln v－ln p/pcより決定している。



























（桑名粘土，Shogaki and Kaneko 31）による）



























（桑名粘土，Shogaki and Kaneko 31）による）













パラメータ構造係数 A 収れん係数 B 膨張係数 C
名古屋港
鍋田粘土27)
不攪乱 -0.015 3.0 0.018
a = 0.120
b = 1.480
15% -0.065 1.0 0.035
30% -0.110 0.7 0.040
50% -0.160 0.8 0.045
桑名粘土28)
不撹乱 0.010 1.0 0.017
a = 0.145
b = 1.782
K-13B -0.035 0.5 0.027
K-13C -0.060 1.0 0.032
K-13D -0.075 0.6 0.037
K-13E -0.165 0.6 0.047
図 3.5.2はShogaki らが報告したデータを用いてフィッティングを行った結果である。求めた構










図 3.6.1，図 3.6.2は，今回調べたUSCを表すパラメータa，bと，液性限界時の比体積の対数ln vL
との関係である。図中には今回調べたデータに関する回帰直線と相関係数R2，式(3.5)，(3.6)も比較のた
め示している。図 3.6.1，図 3.6.2のように係数a，bとln vLの相関係数はそれぞれ0.665と0.765で，ば
らつきもあり回帰直線は以下のようであった。
Lln115.0 va  (3.11)






















































































0.05 < A < 0.15


































られる。Bの対数ln BとAの関係を求めたところ，両者には相関係数R2 = 0.48で直線関係が認められた。
この回帰直線を用いると，BとAの関係は次式で与えられる。
 AB 22.5exp73.1 (3.13)
図 3.6.4には，式(13)およびln BとAの回帰直線に標準偏差分増減して得られる次式を示している。
 AB 22.5exp15.1 (3.14)





係数Bと同様にCの対数ln CとAの関係を求めたところ，両者には相関係数R2 = 0.56で直線関係が認められ
た。この回帰直線より，CとAの関係は次式で与えられる。
 AC 18.7exp0187.0  (3.15)
また，ln CとAの回帰直線に標準偏差分だけ増減すると次式が得られた。
 AC 18.7exp0302.0  (3.16)













































































wL = 100 %
s = 2.700 g/cm
3













図 3.6.6 構造係数Aから得られるe – log p関係
















多くの研究者によってアイソタック概念に基づくモデル化,がなされている（例えば，Imai et al. 31);
Tanaka18); Watabe et al. 15)）。ここでは，ひずみ速度が異なるCRS試験結果に提案モデルを当てはめて構造
パラメータを求め，ひずみ速度の影響について検討を行った。
用いた試料は，大阪湾洪積粘土のMa12，Ma11，Ma10およびMa4である。表 3.6.1に試験を実施した













































3.3 x 105 s1
3.3 x 106 s1
3.3 x 107 s1
3.3 x 108 s1
図 3.6.7 Ma12のln (v/vv0) – log p関係








































































































度の影響を考慮せずにe – log p曲線をそのまま用いる場合が多い。慣用解析法におけるひずみ速度の考
慮については，実測沈下との比較を行うなどさらに検討が必要と考えられる。





































Lln115.0 va  （R
2=0.665）， Lln415.1 vb  （R
2=0.765）
となった。両式は既往の研究から得られた次式，
Lln120.0 va  , Lln47.1 vb 
とややずれており，個々の粘土ごとにln vLとa，bの関係を求めれば，ln vLからより精度よくa，bを
推定できると考えられる。
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瞭な違いがある。練返し再構成粘土においては，e – log p 曲線は圧密降伏応力 pc を境として 2 つの





max ccc CCr  (4.1)
ここに，Ccmaxは正規圧密領域における圧縮指数 Cc（=Δe/Δ(log p)）の最大値で，Cc*は圧密圧力が
十分に大きくなって圧縮指数がほぼ一定になったときの Cc の値である（Tsuchida ら 4)は圧密圧力が








（Ultimate Standard Compression curve, USC）という考え方を用いて海成粘土地盤の間隙比と土被り
圧の関係を統一的に解釈し，地盤が堆積過程における粘土の間隙構造の違いを説明することを試み

























図 4.1.1 究極規準曲線 USC と自然堆積粘土の構造（土田 5)7)）
実際の地盤の堆積圧縮関係は堆積時の初期含水比が小さいために，図 4.1.1 の曲線 A，B，C よう
に USC よりも左側から始まって USC に漸近するような形状になる。一方，堆積中の粘土の中に炭
酸カルシウムなどの固化物質が含まれる場合，セメンテーションによって圧密による強度増加以外
の付加的な強度増加が発現する 9)。この場合，粘土層は圧密圧力の増加に対して USC で決まる間隙
比よりも高い間隙構造を維持しながら地盤を形成することが可能になり，図 4.1.1 の G，H のよう
に堆積圧縮関係は USC の右側に移動する。また，土田によれば，このような海底地盤の上に埋立
などによって急速に載荷が行われた場合，圧縮曲線は H，I のようになり，これらのことが相互に




ル化を図 4.1.2 のように行った 10)。図
4.1.2 に示すように最終的に収れんする
究極基準曲線 USC をもとに，初期にお
ける USC からの乖離を表す構造係数 A，
圧密圧力とともに USC に収れんする過
程を表す収れん係数 B，過圧密領域にお




























































ここで a，b は ln v と ln p の直線関係で表される究極基準圧縮曲線を表すパラメータであり，vc
は pc のときの比体積である。a は粘土の圧縮比（Cc / (1+e)）に相当し，b は圧密圧力が 1 kPa のとき
の USC 上の比体積の自然対数を取ったものである。粘土の液性限界における比体積 vL を用いてほ
ぼ次式で推定できるとされている 5)7)。
Lva ln12.0  (4.4a)








また，自然堆積粘土の構造係数 A と収れん係数 B，膨張係数 C との関係をまとめ，B と A，C と
A の平均的な関係がそれぞれ次式で表されることを示した 10)。
 AB 22.5exp73.1 (4.5)
















粘土），2007 年に広島県福山港の航路浚渫のため採取した試料（以下，福山港粘土 A），2008 年に
広島県福山港で航路浚渫のため採取した試料（以下，福山港粘土 B），広島県出島沖から採取した試
料（以下，広島港粘土），東京湾内の羽田空港沖合展開事業の建設地点で採取した試料（以下，羽
田粘土）の 5 つである。それぞれの物性は，表 4.2.1 に示すが，いずれの試料も液性限界が 80%以
上であり，高塑性の海成粘土で，解泥して粘土内の貝殻等の雑物を除去し，十分に練返して使用し
た。また，本研究では再構成粘土の初期含水比を液性限界 wLの 1.5 倍としている。これは粘土地盤
が海底に堆積して圧密を開始するときの含水比が 1.5wLから 2.0wLと考えられるからである 7)。
表 4.2.1 試料の物性値
試料名
液性限界 塑性限界 塑性指数 土粒子密度
wL(%) wP(%) Ip ρs(g/cm3)
福山港粘土A 99.0 45.0 54.0 2.69
福山港粘土B 97.6 33.8 63.8 2.69
大阪湾粘土 83.3 34.5 48.8 2.62
広島港粘土 97.1 40.7 56.4 2.65








を決定するのが一般的である。Tang ら 13)は日本各地のさまざまな海成粘土について 1 m3あたりの
セメント添加量 C（kg/m3）と一軸圧縮強さ qu の関係を求め，両者の関係が次式のように表すこと
ができることを報告している。
)( 0CCKqu  (4.7)
ここに C0 は，それ以下の量では地盤改良の効果が期待できないセメント添加量（kg/m3）であり，
K は強度係数（kN･m/kg）である。Tang ら 13)によると，最小セメント量 C0 は粘土の種類によって 0
kg/m3 から 62 kg/m3 の範囲で大きく異なっており，セメントが粘土に及ぼす効果は粘土による違い
が大きい。したがって，複数の粘土を用いてセメント添加の効果を比較する場合も，それぞれの粘
土ごとの違いを考慮する必要があると考えられる。式(4.7)において，セメント添加率を土の乾燥質
量に対する質量比 c (%)で表すと，強度係数を k として次式のように表せる。
4.少量のセメント添加による高位な間隙構造の再現
4-5
)( 0cckqu  (4.7)'
使用した 5 種類の粘土についてセメント添加率 c と一軸圧縮強さの関係を求め，式(4.7)'を当ては
めて最小セメント添加率 c0 を求めた。このように c0 は，セメント添加率 c と一軸圧縮強さ quの関
係を線形に近似したことにより求められる，最小必要セメント添加率である。本研究ではそれぞれ
の粘土ごとに c0 をセメント添加の基準として用いているが，これはセメント処理土の配合設計にお
いて c と quの関係を直線で近似した式(4.7)，式(4.7)'がよく用いられているためである。しかし，後
述するように c0 よりも小さなセメント添加率でもベーンせん断試験で測定しうる強度の発現が認
められ，c と強度は厳密には線形関係となっていない。したがって，この意味では c0は，c と quの
関係を線形近似したときの「見かけの最小必要セメント添加率」である。図 4.2.1 は福山港粘土 B
におけるセメント添加量と一軸圧縮強さの関係である。養生日数は 3 日，7 日，14 日である。図の
ように福山港粘土 B の場合，養生日数によらず最小セメント率はほぼ 5.0 %と求められ，強度係数
























図 4.2.1 一軸圧縮強さとセメント添加率の関係（福山港粘土 B）
表 4.2.2 各試料の k と c0（養生日数 7 日）






表 4.2.2に，それぞれの粘土の最小セメント添加率 c0と強度増加を表す係数 kをまとめて示した。
各粘土の最小セメント添加率 c0 をみると，c0 は大阪湾粘土で 3.0%，福山港粘土 A ，福山港粘土 B
がそれぞれ 5.0%，6.0%，広島港粘土 7.1%，羽田粘土 7.5%であった。大阪湾粘土は他の粘土に比べ
c0 が特に小さくなっている。強度係数 k をみると，今回用いた粘土では 33.9 kPa/％から 59.3 kPa/％
の範囲にあった。




図のように，5 種類の粘土の両者の関係は有効セメント添加率 ce が 5%以下の範囲ではばらつきが
少なく，平均的な k = 46.8 kPa/％（表 4.2.2 に示す c0 の平均値）の関係に近かった。これは今回用
いた粘土の液性限界の範囲が 83.3～113.2%と比較的狭い範囲にあり，初期含水比も液性限界の 1.5
倍に統一していることも関係していると考えられる。
渡部らは，一軸圧縮強さが 100～200 kPa 程度のセメント固化処理土の力学特性を詳細に調べてい
る。渡部らの結果によると，セメントを添加することにより，間隙比はセメント無添加の場合に比
べ大きくなるが，圧密試験における圧縮曲線をみると，圧密降伏応力を越えた正規圧密領域におい
て間隙比 e と圧密圧力 log p の関係はほぼ直線となっており，自然粘土のように正規圧密領域にお





図 4.2.1 と図 4.2.2 をみると，セメント添加率が c0 の付近では 10 kPa 以下のわずかなせん断強
度が発現している。図 4.2.3 には，セメント添加率が c0 付近のときの強度を一軸圧縮試験とベー
ンせん断試験から求め，quと 2cu（ベーンせん断強度の 2 倍）および有効セメント添加率 ceの関係
として示している。図 4.2.3 のように，いずれの粘土でも強度が発現し始めるのは式(4.7)から求め

















































k = 46.8 kPa/%
養生日数7日









Ww, Vw, rwmw , Vw, ρw
mc , Vc, ρc







隙比 e0 は，セメント添加前の土が有する含水比 w0を用いて次式により算出した。























































2) 蒸留水に溶かしたセメントミルクを粘土に混ぜ，ハンドミキサーで 2 分間練り混ぜる。こ
の時，初期含水比を液性限界の 1.5 倍となるように調整する。これは，地盤堆積時の自然海
底地盤の表層付近の含水比が液性限界の 1.5～2.0 倍の含水比であるからである。なお，セ
メントミルクはセメント：水 = 1 : 1 としている。
3) 真空ミキサーで 30 分間練り混ぜる。この際，温度が上昇しないように真空ミキサーの容器
全体を氷水の水槽に入れ，逐次温度を測り 2℃以下を保持していることを確認しながら練り
混ぜを行う。
4) 再圧密容器（直径 12cm，高さ 25cm）に入れ，室温（20℃）で予備圧密を開始する。載荷
条件は，荷重増加率を一定（p/p = 1）として段階的に 12.3 kPa，24.5 kPa，49.0 kPa とした
（ただし，福山港粘土 B は段階的に 196 kPa まで載荷した試料も作製した）。最終段階での
圧密終了が確認された時点からを養生日数と定め，最終荷重を載荷した状態で所定の日数
の養生を行った。各段階での終了時期は，最終圧密圧力までは 法で（約 1～4 日），最終圧












福山港粘土 A の e – log p 曲線と各圧密応力における圧縮指数 Cc の変化を図 4.3.1，図 4.3.2
に示す。福山港粘土 A では ce （= c－c0)= -2.0（c = 4.0%，粘土スラリー1ℓ あたり 21.5g），ce =-1.0











































図 4.3.2 p/pc と圧縮指数 Cc（福山港粘土 A，c=4.0%，5.0 %）
図 4.3.1 のように ce = -2.0 の添加率の試料では圧密降伏応力 pc は大きくなるとともに e – log p
曲線の形状が下に凸の曲線となっており，セメンテーション構造をもつ自然粘土の圧縮特性に近




なお，十分に圧密圧力を大きしたときの e – log p 曲線をみると，セメントを添加していない試
料の e – log p 曲線よりも全体として間隙比が大きくなっている。これは，後述するように，セメ
ント添加によって粘土の液性限界が増加することに起因すると考えられる（4.3.3 参照）。液性限
界と基準圧縮曲線 USC の勾配と間に相関のあることから 7)，液性限界の増加に伴い USC が変化し
たことによると考えられる。
次に ce = -1.0 の添加率とした試料をみると，圧密降伏応力より大きい圧力において e と log p は
ほぼ直線の関係となっており，圧縮指数 Cc の変化は少ない。このような e – log p 曲線はセメント
安定処理土の e – log p 関係においてよく見られるものである 11)。これはセメントによって形成さ
れた構造が ce = -2.0 の場合のときのように急激に崩壊しにくくなっているためと考えられる。す






福山港粘土 B では ce = -2.0（c = 3%，粘土スラリー1ℓ あたり 16.3 g），ce = -3.0（c = 2％，粘土ス
ラリー1ℓ あたり 10.9 g）の 2 つの添加率の試料について再圧密圧力 49 kPa で試験を行い，特に ce =
-2.0（c = 3%）の試料では再圧密圧力 196 kPa まで載荷したものも作製した。
再圧密圧力が 49 kPa のときの，福山港粘土 B の e – log p 曲線と各圧密圧力における圧縮指数 Cc




密圧力が十分に大きいときの e – log p 曲線もセメント添加量が大きいほど上方にシフトしている。









































図 4.3.4 p/pc と圧縮指数 Cc（福山港粘土 B，c=2.0%，3.0 %）
4.少量のセメント添加による高位な間隙構造の再現
4-12
4.3.5，図 4.3.6 に示す。これらの図を見ると，49 kPa で圧密したときの試料と同様に，セメン
ト添加試料では初期間隙比が大きく，圧密降伏応力後に圧縮指数のピークが表れ，最終的にセメ
ントを添加しない粘土の圧縮指数と同程度に減少している。
なお，福山港粘土 B（再圧密圧力 196 kPa）では，2 種の養生日数（3 日，7 日）で試験を実施し





















































大阪湾粘土の e – log p 曲線と各圧密圧力における圧縮指数 Ccの変化を図 4.3.7，図 4.3.8 に示
す。大阪湾粘土は c0 = 3.0 %であり，ce = -2.0%（c = 1.0％）で試験を行った。大阪湾粘土の場合 c0
が 3.0%と他の 4 種類の粘土と比較して小さく，セメント添加率は乾燥重量比 1.0%であり，粘土ス
ラリー1ℓ あたり 6.1 g ときわめて少量となった。図 4.3.7 を見ると，セメントの添加によって圧
密後の間隙比は大きくなり圧密圧力の増加とともにセメントを添加しないときの e – log p 曲線に
漸近した。また，図 4.3.8 からわかるようにセメントを添加して圧密した場合は Cc に明瞭なピー
クが認められ，圧密圧力の増加とともにセメントを添加しないときの Cc まで低下している。
大阪湾粘土では，3 種の養生日数で試料を作製しており，養生 3 日が特に高い間隙比を有してい














































図 4.3.8 p/pc と圧縮指数 Cc（大阪湾粘土，c=1.0 %）
4.少量のセメント添加による高位な間隙構造の再現
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このように，c0 が 3.0%と他の粘土に比べ小さいにもかかわらず，ce = 2.0%のセメントを添加
して再圧密した粘土は構造を有する自然粘土の圧縮特性に類似した圧縮特性を示した。
表 4.3.1 養生日数と pc
c (%) c e (%) 養生日数 p (kPa) p c (kPa) OCR
4 -2 7 49 113 2.30
5 -1 7 49 137 2.80
2 -3 7 49 75 1.53
3 -2 7 49 72 1.47
3 -2 3 196 236 1.20
3 -2 7 196 302 1.54
1 -2 3 49 56 1.14
1 -2 7 49 73 1.48
1 -2 14 49 99 2.02
5 -2 7 49 103 2.10
5 -2 14 49 113 2.31
5.6 -1.9 3 49 77 1.57
5.6 -1.9 7 49 86 1.76






















































広島港粘土の e – log p 曲線と各圧密圧力における圧縮指数 Ccの変化を図 4.3.9，図 4.3.10 に
示す。広島港粘土では ce = 2.1% (c = 5.0%，粘土スラリー1ℓあたり 27.2 g)について試験を行った。
これらの図および表 3 を見ると，他の粘土と同様に，圧密降伏応力 pc は圧密圧力の約 2 倍になっ
ており，さらに間隙比も大きくなっている。しかし，pc 付近における圧縮指数 Cc の変化は他の粘
土ほど顕著には見られなかった。自然堆積粘土の圧縮特性の再現のためには，広島港粘土の場合，
ce = 2.1%はやや過大であった可能性がある。なお，養生日数（7 日，14 日）の圧縮曲線に有意な
差異は認められないが pcはわずかに増加している（表 4.3.1）。
(5) 羽田粘土










































図 4.3.12 p/pc と圧縮指数 Cc（羽田粘土，c=5.6 %）
4.少量のセメント添加による高位な間隙構造の再現
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（End of Primary Consolidation，EOP 条件）のもとで実施しているため，通常の段階載荷による圧密
試験に比べ圧密降伏応力が 20～25％程度大きく求められている可能性がある点に注意を要する 20)。
図 4.4.1 をみると有効セメント添加率 ce が－2%のデータが多く，養生日数が長いほど上位に位置
しているが，全体として ce とともに OCRAP が増加している。自然堆積粘土の見かけの過圧密特性に
関する既往の研究をみると 4)21)，わが国の海底粘土地盤では表層部を除けば 1.2 から 2.5 の範囲にあ


















有効セメント添加量 ce (=c-c0 ) (%)









圧密圧力が 49 kPa のときの見かけの過圧密比 OCRAP の増加を養生時間の関係でまとめたのが図
4.4.2 である。図中には ce が 0%のとき，-1.0%のとき，-1.9～-3.0％のときについて過圧密比と時間
の関係(-1.9～-3.0％のときは平均)を示している。図のように，少量のセメントを添加したことによ
り，1 日～14 日の養生日数で過圧密比はほぼ養生日数の対数に比例して増加している。また，過圧























ここに kcem はセメンテーションによる強度増加係数であり，t0 は一次圧密終了時の時間である。



















































































いて式(4.1)で定義した圧縮指数比 rc を求めた。図 4.4.3 のように，セメント添加圧密試料の中で
rc がもっとも大きかったのは福山港粘土 B（c=3%，ce =－2.0%，養生日数 14 日）で，rc = 3.58 であ
った。自然地盤の不撹乱試料から rc と比較すると，rc = 3.58 は大深度の大阪湾洪積粘土に相当する
4)。また，大阪湾粘土の場合，過圧密比が 1.5 で rc は養生 7 日で 1.48，14 日で 2.02 であるが，これ
は大阪湾沖積粘土の値にほぼ対応している 2)。乾燥重量比で 1%というわずかなセメント添加量であ
るが，大阪湾粘土の圧縮性に大きく影響し，自然堆積粘土に類似した圧縮特性を示すような変化を


































A，B，C，a，b を決定した。図 4.4.4 と図 4.4.5 にそれぞれ福山港粘土 B，大阪港粘土の当ては
めの例を示す。また，表 4 には求められたパラメータの一覧をまとめて示した。
5 つの粘土はいずれも，セメント添加していない場合の再構成試料は，構造が発達しておらず，
構造係数 A が負の値となっている。表 4.4.1 を見ても分かるように，セメント添加率を上げるほ
ど，また，養生日数を長くするほど，構造が発達しており，構造係数 A と収れん係数 B が大きくな
っている。膨張係数 C は 0.005～0.027（平均値 0.016±0.007）の範囲に分布しており，セメント添
加率，養生日数が多いほど C は小さいと言える。
圧密圧力が大きいときに最終的に収れんする e – log p 関係を表す USC のパラメータ a，b をみる
と，切片 b はセメント添加率が上がるほど増加し，養生日数の違いではほとんど変化はない。また，
































pcで正規 圧力 ln (p/pc)
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た試料の構造係数 A の範囲は 0.0～0.06 であり，この範囲の A と B の関係は自然海成粘土の関係と
ほぼ一致した。しかし，A が 0.20 となった試料（福山港粘土 A，セメント添加率 5%）の場合，収
れん係数 B は不撹乱試料の値よりもはるかに小さくなっている。このことは構造が発達して高間隙
構造が形成されたものの，圧密圧力が大きくなっても構造がすぐに崩壊せず USC に回帰しにくい
ことを意味する。なお，この試料の有効セメント添加率 ce は1.0%であり，図 4.4.3 における小さ
い圧縮指数比 rc に対応している。このことは，有効セメント添加率 ce が1.0%以上になると，形成
された構造の性質が年代効果により形成された構造と異なってくることを示唆している。
図 4.4.7 はセメント添加した試料の構造係数 A と膨張係数 C の関係である。不撹乱粘土では構





しかし，さらにセメント添加率を増やすと A は 0.2 程度に増加するものの B が自然粘土と大きく異
表 4.4.1 セメント添加した試料の当てはめにより求めたパラメータ A，B，C，a，b
構造係数A 収縮係数B 膨張係数C a b
0 - -0.030 2.0 0.017 0.105 1.397
1 3 0.020 2.5 0.027 0.118 1.511
1 7 0.015 2.0 0.010 0.121 1.530
1 14 0.025 4.0 0.013 0.117 1.516
0 - -0.030 1.2 0.030 0.136 1.532
4 3 0.040 2.5 0.012 0.185 1.835
4 7 0.060 3.0 0.015 0.189 1.865
4 12 0.070 3.0 0.015 0.184 1.857
5 3 0.180 0.7 0.010 0.185 1.795
5 7 0.200 0.5 0.008 0.185 1.789
5 12 0.210 0.9 0.005 0.185 1.609
0 - -0.020 2.0 0.020 0.124 2.101
2 3 0.035 4.0 0.015 0.153 2.120
2 7 0.045 5.0 0.017 0.150 2.100
3 3 0.040 4.0 0.020 0.152 2.128
3 7 0.055 5.5 0.013 0.155 2.159
3 14 0.060 6.0 0.005 0.154 2.178
0 - -0.020 1.0 0.030 0.117 1.523
5 3 -0.015 1.0 0.020 0.139 1.763
5 7 -0.008 1.0 0.015 0.140 1.781
5 14 0.010 1.0 0.014 0.141 1.796
0 - -0.065 1.3 0.030 0.150 1.898
5 3 0.010 2.0 0.015 0.148 1.950
5 7 0.015 2.0 0.015 0.146 1.948






















































































図 4.4.8 は，セメントを 1%添加し 49 kPa で圧密した再構成大阪湾粘土（(c02)％に相当），大阪
湾泉州沖海底地盤(沖積粘土 Ma13)の不撹乱粘土試料 25)，セメントを添加せずに 49 kPa で圧密した
再構成大阪湾粘土の間隙分布曲線を比較したものである。また，図 4.4.9 には，これらの試料の累
計間隙径曲線の比較を示した。
図 4.4.8 をみると，沖積粘土 Ma13 の不撹乱試料と再構成試料はいずれもメゾポアとミクロポア
が主な間隙径であるが，不撹乱試料はセメントを添加しない再構成粘土に比べ，間隙径分布がピー
クを示す間隙径のサイズが大きく，メゾポアの大きさの間隙径の比率が多い。これに対して，セメ
ントを 1%添加して再圧密した試料は，セメントを添加しない場合より 1～2μm のメゾポアが多くな
っており，不撹乱試料の間隙径分布に近づいている。
図 4.4.9 の間隙径分布曲線をみると，セメント添加再圧密試料の累計間隙径体積 50%（Vp では
約 0.4mL/g）における間隙径 d50 は 0.98μm であり不撹乱試料の 1.07μm と比較すると小さいが，セメ

























































再圧密試料 , dp50=0.83 μm
セメント添加再圧密試料
























福山港粘土 B と大阪湾粘土を用い，4.3.1 で述べた方法で以下の試料を作製した。
・福山港粘土 B c0=5.0%，c=2.0％，3 日，7 日養生
・福山港粘土 B c0=5.0%，c=3.0％，14 日養生
・大阪湾粘土 c0=3.0%，c=2.0％，3 日，7 日養生
段階載荷により試験圧力となる圧密圧力まで圧密した後に，試験圧密圧力で長期間圧密沈下を計
測した。試験圧密圧力は，粘土試料を作製したときの予備圧密圧力 p0の 2 倍の圧力 2p0 とした。







図 4.5.2 は二次圧縮係数 Cと時間の関係であるが，二次圧縮指数は時間とともに低下しており，
セメントを添加した試料ではセメントを添加しない場合に比べ 1/3～1/2 の値になっている。二次圧





図 4.5.3 と図 4.5.4 は，それぞれ大阪湾粘土における沈下（圧縮ひずみ）ならびに Cの経時変
化である。福山港粘土 B と同様に，圧縮ひずみはセメント無添加のケースよりセメントを添加した
場合の方が大きく，セメント添加の場合では養生日数の短い方が大きくなった。図 4.5.4 をみると，






































































































































4) 自然粘土と少量セメント添加再圧密粘土の圧縮曲線の形状を，構造を考慮した e – log p 曲線のモデ
ルに当てはめ，パラメータの比較を行った。少量セメント添加再圧密粘土と，自然海成粘土のパラメ
ータを比較すると，セメント添加率が(c02.0)％から(c03.0)％の場合，構造係数 A が 0.1 程度（構造
が高位な粘土）の自然粘土の圧縮曲線とよく一致した。しかし，セメント添加率(c02.0)％より大き
くすると構造係数 A は 0.2 程度（構造がきわめて高位な粘土）に増加するが，収れん係数 B が自然粘
土と異なってくるため自然粘土の圧縮曲線と大きく乖離した圧縮曲線となることがわかった。





から（c03.0)％のセメントを添加して再圧密することにより，構造係数 A が 0.1 程度（構造が高位）
の自然粘土の圧縮曲線と類似する圧縮曲線を示す粘土を室内で作製できるといえる。しかし，今回の
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つの定数 c1，c2 と，圧密降伏応力 p'c の下限値 p'cLからなる 3 つのパラメータを求め，基準とする圧









図 5.2.1 は，大阪湾粘土 Ma12 に対し，種々のひずみ速度により圧縮した定ひずみ速度圧密試験結
果について，応力～ひずみ関係に整理した例である。3.3×108 s1（0.0002 %/min）から 105 s1
（0.2 %/min）まで 3 オーダー異なるが，圧縮ひずみ速度が速いほど応力～ひずみ関係が右に張り出
し，圧密降伏応力 pc が大きくなる。一方，圧縮ひずみ速度が遅いほど左側に位置しており，pc は小







































































































































)ε( vpc gp  (5.5)
ここで弾性ひずみ成分eは，～log p' 関係上で，(p', )
= (1 kPa, 0)と('v0, 0)を通る直線で表されるひずみ成分
を圧密圧力 p' に対応する弾性ひずみe(p)と定義し（図
5.2.3），その直線の傾きを Csと表すことにする。ここ
に，'v0 は有効土被り圧，0 は p'='v0 のときのひずみで
ある。Csは，ひずみで表した膨張指数に相当する。CRS
圧密試験の結果として得られる～log p' 関係に対して，
弾性ひずみeをから差し引いた粘塑性ひずみvp を用いてvp～log p' 関係を得る。同関係から読み取
れる圧密降伏応力 p'c で p'を除すことにより，式(5.4)に対応するvp～log p'/p'c 関係を得る。これを，
ひずみ速度によらない基準圧縮曲線（Reference compression curves, RCC）と称することにする（図
5.2.4）。基準圧縮曲線を粘塑性ひずみ速度 vp に対応した圧密降伏応力 p'c( vp )倍することによって，
任意の粘塑性ひずみ速度 vp に対応したvp～log p' 関係が得られる。
次に，もう一つの重要な関係，すなわちひずみ速度ならびにその速度に対応した圧密降伏応力の
関係について定式化する。本研究では，Kobayashi ら（2005）が提案した次式
 lnexp 43cLc ccpp  (5.6)
ここに，pcL, c3, c4: 定数




























(= ee + evp)
図 5.2.3 ひずみの定義




















前者はそもそも変位制御型の試験でないため，ひずみ速度が与条件ではない（一般には 10-7 ～ 10-8 s-1







① ひずみ速度によらない基準圧縮曲線 RCC となる CRS 試験結果を選定し，（p/pc，vp）の関
係を設定する。
② 長期圧密試験において圧密圧力 P を載荷した際に得られる（ vp , vp）と，vp が同値のと
きの基準圧縮曲線上の p/pc（無次元）を求める。
③ P をこの p/pc 値で除した値を  cp とする。
④ これにより，長期圧密試験結果から複数の－pc( )関係を得る。






























































2.702.672.702.722.702.692.672.662.66Soil particle density s (g/cm3)
71.550.649.049.954.048.655.483.862.0Natural water content wn (%)
30.335.337.835.837.436.434.440.831.9Plastic limit wP (%)
91.393.6100.491.898.384.288.9102.675.1Liquid limit wL (%)
(1.37)1.391.301.261.361.511.191.531.39Overconsolidation ratio OCR
13425121887169814031294737439122Consolidation yield stress p'c (kPa)


























土の一つであり，浸食作用を受けて除荷履歴を有する 1) 9)。また，粘土分含有量（粒径 2 m 以下）




Pisa 粘土の採取地は Pisa 斜塔前広場であり，斜塔下の表層地盤は Arno 川の堆積物により構成さ
れている。今回用いた試料は，上部粘土層（沖積層）に種別される海成粘土である 10)。この粘土
も，地下水の観測結果から揚水による地盤沈下を経験しているとされている。OCR は 1.3～1.6 と
やや過圧密な状態である。
(8) Onsoy 粘土（オンソイ粘土）
ノルウェーの Onsøy 粘土は，粘土含有率（2 m 以下）が 50～80%を示す，きわめて均質な粘土
である 11)。Onsøy は過圧密比（以下、OCR）1.2 程度のほぼ正規圧密粘土である。貝殻などの混入
物などがほとんど見られない均質な海成粘土である。
(9) Mexico city 粘土（メキシコシティ粘土）




Sample Amagasaki Rakusai Ariake UpperHaneda LowerHaneda Louiseville Pisa Onsoy Mexico
Depth (G. L. -m) 34 24 10 10.4 24.4 9 17 17 10
Overburden effective stress s'v0 (kPa) 257 205 51 34.8 126.6 62 173.3 106 150
Consolidation yield stress p'c (kPa) 542 846 57 72.1 242 190 261.4 129 239
Overconsolidation ratio OCR 2.11 4.13 1.12 2.07 1.91 3.06 1.51 1.22 1.59
Soil particle density r s (g/cm3) 2.69 2.73 2.63 2.69 2.66 2.75 2.76 2.77 2.52
Natural water content w n (%) 82.9 62.8 139.0 150.6 40.9 74.3 54.9 61.3 125.1
Liquid limit wL (%) 124.2 107.7 107.4 152.5 46 78.7 98.8 80.1 148.1
Plastic limit wP (%) 44 33.7 45.4 63.1 21.9 21.6 32.6 24.8 35






















118, 137, 206, 275, 343 and 412881029Ma13Re
1902, 1961, 2059, 2157, 2256, 2354, 2452 and 31381863 (24 hours)39 (2 hours)Ma4
1549, 1608, 1667, 1726, 1785, 1844, 1922 and 21771491 (24 hours)39 (2 hours)Ma7
1412, 1471, 1530, 1589, 1648, 1726, 1785 and 20401373 (24 hours)39 (2 hours)Ma8
1138, 1177, 1216, 1255, 1314, 1393, 1471 and 20591059 (24 hours)39 (2 hours)Ma9
922, 981, 1040, 1118, 1196, 1236, 1275 and 1667863 (24 hours)39 (2 hours)Ma10
647, 667, 686, 706, 726, 745, 1000 and 1569628 (24 hours)39 (2 hours)Ma11
333, 373, 412, 451, 490, 529, 608, 686, 882 and 13702943979157Ma12
98, 137, 206, 235, 353 and 412881029Ma13










CRS 圧密試験から得られた圧縮曲線（～log p'曲線）の一例として，試料 Ma12 の試験結果を図
5.4.1 に示す。図から圧密降伏応力 p'c は 439 kPa と読み取れる。有効土被り圧'v0 は 286kPa の試料
であるので過圧密比 OCR は 1.5 と算出される。この値はやや大きめであるが，この地区の海底粘土
の過圧密比が 1.3～1.5 程度であることと整合する。圧縮曲線は p'c 付近が張り出したような形状で
あり，構造が発達した粘土の特徴が良く現れている。この圧縮曲線を用いて「5.2 アイソタック概
念に基づく結果の整理方法」で述べた方法（図 5.2.4）に従って整理する。すなわち，ひずみから
弾性ひずみ成分e を差し引いて粘塑性ひずみ成分vp を算出するとともに，圧密圧力 p'を圧密降伏応
力 p'c で正規化することによって基準圧縮曲線（vp～log p/pc 曲線）が得られる。CRS 圧密試験から
得られた基準圧縮曲線を全試料について図 5.4.2(a)～図 5.4.2(i)に示す。
再構成 Ma13Re は圧密降伏応力 p'c で折れ曲がったようなバイリニアな関係にあり，構造が未発
















Consolidation pressure p' (kPa)
3.3x108s1
図 5.4.1 Ma12 の圧縮曲線（～log p 曲線）
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図 5.4.2(a) Ma13 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）


































図 5.4.2(b) Ma12 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）


































図 5.4.2(c) Ma11 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）
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図 5.4.2(d) Ma10 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）


































図 5.4.2(e) Ma9 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）


































図 5.4.2(f) Ma8 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）
5.自然堆積粘土の長期圧密特性
5-13


































図 5.4.2(g) Ma7 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）


































図 5.4.2(h) Ma4 の圧縮曲線（～log p 曲線，基準圧縮曲線 RCC）






































































長期圧密試験から得られた圧密曲線（～log t 曲線）を図 5.4.4(a)～(i)に示す。ここで，縦軸のひ





ち，Ma13 から Ma10 および Ma13Re については，上に凸な曲線から下に凸な曲線に変化した後にEOP
が現れているが，Ma9 以深では，上に凸な曲線上にEOP が現れている。Ma9 以深については，圧密
圧力は p'c を超しているもののさほど大きくはないために，次に述べる過圧密状態での挙動に近い
ものとなっていると考えられる。
長期圧密の載荷圧力が有効土被り圧'v0 と圧密降伏応力 p'c の間の過圧密領域にある場合には，一
次圧密は極めて短い時間で終了した後に二次圧密による沈下が生じるが，二次圧密の初期は沈下が
ほとんど生じない。試料にもよるが時間が 1.0×103 分程度以上経過すると上に凸な曲線となって，
傾きvp/log t が次第に増加していく傾向にある。なお，以下ではvp/log t を粘塑性ひずみに関す
る二次圧密係数 Cvp と表すことにする。図中には粘塑性ひずみ速度 vp = vp/t が 3.3×10
–5（一部
の試験でのみ得られた），3.3×106，3.3×107，3.3×108，3.3×109 s1 に対応する点を示してある。

























図 5.4.4(a) Ma13 の圧密曲線（～log t 曲線）
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p = 333 kPa
p = 373 kPa
p = 412 kPa
p = 451 kPa
p = 490 kPa
p = 529 kPa
p = 608 kPa
p = 686 kPa
p = 882 kPa
p = 1370 kPa
図 5.4.4(b) Ma12 の圧密曲線（～log t 曲線）




















p = 647 kPa
p = 667 kPa
p = 686 kPa
p = 706 kPa
p = 726 kPa
p = 745 kPa
p = 1000 kPa
p = 1569 kPa
図 5.4.4(c) Ma11 の圧密曲線（～log t 曲線）





















p = 922 kPa
p = 981 kPa
p = 1040 kPa
p = 1118 kPa
p = 1196 kPa
p = 1236 kPa
p = 1275 kPa
p = 1667 kPa
図 5.4.4(d) Ma10 の圧密曲線（～log t 曲線）
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p = 1138 kPa
p = 1177 kPa
p = 1216 kPa
p = 1255 kPa
p = 1314 kPa
p = 1393 kPa
p = 1471 kPa
p = 2059 kPa
図 5.4.4(e) Ma9 の圧密曲線（～log t 曲線）





















p = 1412 kPa
p = 1471 kPa
p = 1530 kPa
p = 1589 kPa
p = 1648 kPa
p = 1726 kPa
p = 1785 kPa
p = 2040 kPa
図 5.4.4(f) Ma8 の圧密曲線（～log t 曲線）




















p = 1549 kPa
p = 1608 kPa
p = 1667 kPa
p = 1726 kPa
p = 1785 kPa
p = 1844 kPa
p = 1922 kPa
p = 2177 kPa
図 5.4.4(g) Ma7 の圧密曲線（～log t 曲線）
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p = 1902 kPa
p = 1961 kPa
p = 2059 kPa
p = 2157 kPa
p = 2256 kPa
p = 2354 kPa
p = 2452 kPa
p = 3138 kPa
図 5.4.4(h) Ma4 の圧密曲線（～log t 曲線）






























 = 3.3×10–6 s–1に対応した粘塑性ひずみ速度 vp における圧密降伏応力を上で定義したように p'c0と
表す。Ma12 については CRS 圧密試験を= 3.3×10–8 s–1 で実施したが，p'c0 は定義に従って= 3.3×10–6
s–1 に対応する値とする。
試験した全試料について，図 5.4.5 にフローチャートで示した以下の作業を行う。まず，長期圧
密試験の結果よりvp/log t が 3.3×10–5，3.3×10–6，3.3×10–7，3.3×10–8，3.3×10–9 s–1 に対応する点の
vp を読み取る。CRS 試験より得た基準圧縮曲線と p'とvp とを比較し，当該ひずみ速度 vp に対応す
る圧密降伏応力 p'c を得る。得られた結果を図 5.4.6 に示す。いずれの試料の結果も，ひずみ速度の
減少に伴い p'c が小さくなる同様の傾向が得られている。しかしながら，各試料の関係をモデル化
するに際してはばらつきが大きく，選別が必要となる。
図 5.4.5 任意のひずみ速度 vp に対応する圧密降伏応力 p'cの算出
そこで，p = 1.15×p'c0 以上の正規圧密領域に載荷した試験結果を抽出した log p'c～log vp 関係を
対象として，式(5.7)を適用して試験結果にフィッティングさせることとした。フィッティングは，
p'cL を仮定した上で最小二乗法により得られた回帰曲線のうち誤差最小となる c1，c2 を算出した上
で，試験結果と最も相関性の高いものを採用した。得られたフィッティング関係に対して，p'c を
p'c0LTで除すことにより，縦軸（p'c 軸）を正規化した。それぞれのフィッティング結果を図 5.4.7 に
示す。ここで，p'c0LTはフィッティング曲線上の  = 3.3×106 s1 に対応する p'c の値あり，混乱を避
けるために CRS 圧密試験から得た p'c0（以降，p'c0CRS と表記する）と区別し，長期圧密試験から得
られたものであることがわかるように添字 LT を付けて表記した。定義により， vp = 3.3×10
–6 s–1
において p'c/p'c0LT = 1 を通る。なお，「p'cL/p'c0LT = 0.55」曲線については代表曲線を定めたものであ
るが，後述する。







































図 5.4.6(a) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma13）






















図 5.4.6(b) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma12）
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図 5.4.6(c) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma11）



























図 5.4.6(d) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma10）























図 5.4.6(e) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma9）
5.自然堆積粘土の長期圧密特性
5-22
























図 5.4.6(f) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma8）


























図 5.4.6(g) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma7）























図 5.4.6(h) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma4）
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図 5.4.6(i) ひずみ速度 vp と圧密降伏応力 p'cとの関係（Ma13 再構成）
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図 5.4.7(a) フィッティングした vp －p'c関係（Ma13）
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Strain rate vp (s
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LT (p = 608 kPa)
LT (p = 686 kPa)
LT (p = 882 kPa)




図 5.4.7(b) フィッティングした vp －p'c関係（Ma12）













Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 1000 kPa)




図 5.4.7(c) フィッティングした vp －p'c関係（Ma11）
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図 5.4.7(d) フィッティングした vp －p'c関係（Ma10）
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図 5.4.7(e) フィッティングした vp －p'c関係（Ma9）
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図 5.4.7(f) フィッティングした vp －p'c関係（Ma8）
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図 5.4.7(g) フィッティングした vp －p'c関係（Ma7）
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図 5.4.7(h) フィッティングした vp －p'c関係（Ma4）
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p'cL/p'co,LT c1 c2 Cce
Ma13 88 122 133 67 0.504 1.128 0.9026 9.2×10-3
Ma12 286 439 448 280 0.625 1.228 0.1377 7.5×10-3
Ma11 619 737 813 372 0.458 1.196 0.08128 7.8×10-3
Ma10 857 1294 1211 862 0.712 0.6165 0.1205 3.1×10-3
Ma9 1030 1403 1198 670 0.559 1.731 0.1561 4.0×10-3
Ma8 1348 1698 1736 922 0.531 1.097 0.09674 5.2×10-3
Ma7 1457 1887 1809 1121 0.620 1.093 0.1253 4.7×10-3
Ma4 1802 2512 2423 1091 0.450 1.192 0.07862 6.8×10-3
Ma13
再構成
－ 134 151 99 0.656 1.209 0.1467 8.7×10-3
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各試料に対して得られた p'cL/p'c0 の値は，0.549±0.084 (COV = 0.15)と狭い範囲に分布した。一般に，
均質な粘土層では，深度方向の有効応力増加に伴い pc も概ね同じ割合で増加すること（過圧密比
OCR が一定）を考えると，p'c の下限値である p'cLについても，ほぼ同じ起源，同じ環境下で堆積し
た大阪湾の海成粘土全試料に対し，p'cL/p'c0 の平均値である 0.55 を共通の値として用いることがで
きるものと考えられる。そこで，p'cL/p'c0LT = 0.549±0.084 (COV = 0.15) →0.55 と設定した場合のパラ
メータを表 5.4.2 にとりまとめた。既出の図 5.4.7 には，この値を用いて，改めて c1と c2を最小二
乗法によって設定した回帰曲線も図に太い実線で示してある。このように，p'cL = 0.55×p'c0 と設定し
た場合に，c1, c2 については最小二乗法によりそれぞれ c1 = 1.08±0.04 (COV = 0.04)，c2 = 0.101±0.003















p'cL/p'co,LT c1 c2 Cce
Ma13 88 122 133 73 0.55 1.105 0.1030 9.2×10-3
Ma12 286 439 447 246 0.55 1.093 0.1027 7.5×10-3
Ma9 1030 1403 1198 659 0.55 1.702 0.1508 4.0×10-3
Ma8 1348 1698 1736 955 0.55 1.089 0.1023 5.2×10-3
Ma7 1457 1887 1811 995 0.55 1.051 0.09895 4.7×10-3
Ma4 1802 2512 2420 1333 0.55 1.073 0.1011 6.8×10-3
Ma13
再構成
－ 134 150 83 0.55 1.005 0.09668 8.7×10-3
以上のように，長期圧密特性をアイソタック概念に基づいて整理した結果，大阪湾粘土に対して，
p'c の下限値 p'cLについて p'cL/p'c0LT = 0.55 を共通の値として設定することができた。この場合，p'c






これまで整理してきた基準圧縮曲線（Reference compression curves, RCC）ならびにアイソタックパ





ィッティングになっていると考えられる。特に，Ma12 については CRS 試験の途中で圧縮ひずみ速度















































































































































































































































































































































































図 5.5.1(i) 圧縮曲線vp－log p' 関係（Ma13 再構成）
p'cL = 0.55×p'c0LTを設定した場合に，CRS 試験に用いた供試体と長期圧密試験に用いた供試体の採取
深度が異なり，両供試体の物性が若干異なっていたために基準圧縮曲線を伸縮した Ma10 と Ma9 を除
いて考えると，表 5.4.2 に示したように c1, c2はそれぞれ 1.08±0.04，0.101±0.003 となり，それぞれ変







る。このときの粘塑性ひずみ速度 vp と粘塑性ひずみvp に対応した圧縮曲線の傾きは，基準圧縮曲線
（図 5.4.2）より，粘塑性ひずみvp で表した圧縮指数 Ccvp (p'/p'c) =vp/log (p'/p'c)として算出される。
このようにして得られた Cvp と Ccvp を用いて，p'一定の下で vp とともに変化する Cvp/Ccvp が算出
される。一例として Ma12 について，Cvp/Ccvp と vp の関係を図 5.5.2 に示す。 vp の減少とともに
Cvp/Ccvp は減少する傾向にあることがわかる。このことは，C/Cc 一定概念を経験的に導き出した
Mesri and Castro (1987)の主張と矛盾する。その一方で，基準圧縮曲線を伸縮させた Ma10 と Ma9 を除
く各試料について， vp =3.3×10
–8 s–1 に対応する Cvp/Ccvp を求め，深度分布としてプロットすると（図
5.5.3），0.039±0.003 と極めて狭い範囲に分布しており，C/Cc 一定概念を主張した Mesri and Castro
(1987)が，C/Ccは一般に 0.04±0.01 の狭い範囲の値になると指摘したこととも整合する。














Strain rate  (s1)
図 5.5.2 Cvp/Ccvp～ vp 関係（Ma12）
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s1 に対応する p'c を p'c0LT として採用することにした。
全深度のデータに対して p'cL/p'c0LTの平均値 MV±標準偏差 SD は 0.695±0.107（変動係数 CV=0.155）
となったため，平均値として 0.70 を採用することとした（表 5.6.1）。このとき，c1=0.934±0.28
（CV=0.30），c2=0.107±0.02（CV=0.16）が得られた。このようにして得られた p'c～ vpε 関係の例とし
て，Ma10 を取り上げ，式(5.7)による回帰曲線，前節による p'cL/p'c0LT=0.55（ vpε =3.3×10–6 s–1 に対応）
に基づく設定値と比較して図 5.6.1 に示す。 vpε >105 s1 でわずかに乖離が見られるが，両曲線は概











Ma13* 38.5 43 88 112.8 79.0 1.13 0.119 0.70
Ma12* 61.0 62 286 378.4 264.8 1.13 0.119 0.70
Ma11* 109 55 619 686.3 480.4 1.17 0.121 0.70
Ma10 161 50 1014 1295 906.8 1.04 0.114 0.70
Ma9 195 54 1262 1577 1104 0.56 0.084 0.70
Ma8* 208 56 1348 1469 1029 1.11 0.118 0.70
Ma7* 223 63 1457 1540 1078 1.06 0.115 0.70
Ma7 271 58 1839 1834 1283 0.41 0.075 0.70
Ma4* 264 58 1802 2054 1438 1.08 0.116 0.70
Ma3 325 42 2278 2666 1866 0.56 0.085 0.70
Ma13Re* － 61 － 128.3 89.8 1.03 0.113 0.70
平均値MV 0.93 0.107 0.70
標準偏差SD 0.28 0.017 0













































Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 206 kPa)
LT (p = 235 kPa)
LT (p = 353 kPa)
LT (p = 412 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(a) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma13）
5.自然堆積粘土の長期圧密特性
5-36













Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 608 kPa)
LT (p = 686 kPa)
LT (p = 882 kPa)
LT (p = 1373 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(b) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma12）













Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 1000 kPa)
LT (p = 1569 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(c) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma11）













Strain rate vp (s
-1)
LT ( p = 2275 kPa)
LT ( p = 2902 kPa)
LT ( p = 4157 kPa)
LT ( p = 4157 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(d) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma10）
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Strain rate vp (s
-1)
LT ( p = 2511 kPa)
LT ( p = 3295 kPa)
Regression curve for Ma9
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(e) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma9）














Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 2039 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(f) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma8）














Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 2176 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(g) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma7）
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Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 3137 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(h) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma4）














Strain rate vp (s
-1)
LT (p = 275 kPa)
LT (p = 343 kPa)
LT (p = 412 kPa)
Regression curve
p'cL/p'c0LT = 0.70
図 5.6.2(i) 再フィッティングした vp －p'c関係（Ma13 再構成）
5.自然堆積粘土の長期圧密特性
5-39
また，(a) p'cL, c1, c2 それぞれを変数としてフィッティングした場合と，(b) p'cL/p'c0LT=0.70 として
c1 と c2 を変数とした場合について，c1 と c2 との関係を図 5.6.3 に示す。文献 3)で示した東京湾粘
土の場合と同様に，(a)では著しくばらついており，c1 と c2 との相関性は低い。しかし，(b)では数学
的にも同一直線上に位置しており（式(1)参照），p'cL/p'c0LT を決定することによりフィッティングパ
ラメータは実質的に 1 つとなり，モデル化が容易になることがわかる。
前節ではデータが不足していた Ma10，Ma9，Ma7 および Ma3 についても検討した結果，これら
を含めても大阪湾粘土に対しては統一的にアイソタックパラメータが設定できそうなことを示し
た。一方，p'c を正規化するにあたり，基準となる vpε について，前節までの検討では CRS 試験のひ
ずみ速度を採用していたが，段階載荷圧密試験を多用する工学的見地から，24 時間後の vpε を基に設
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各粘土の CRS 試験結果から，粘塑性ひずみvpと正規化した圧密圧力との関係（基準圧縮曲線 Reference
compression curve と称す）を求め，図 5.7.1(a)，(b)に示す。これらの曲線と LT 試験結果を基に，ひずみ
速度と pcとの関係を求めた。図 5.7.2 に諸外国粘土の関係を示す．これらの図の縦軸は，すべての粘土


























Leroueil らは，現地データの圧縮ひずみが 10%発生した際の有効応力'v( n )とひずみ速度 n を読み取り，
同じひずみレベルにおいて基準としたひずみ速度 1×107 s1のときの有効応力'v( 710n )を別途求め，








































K0が  sin10K で（Jáky, 1944），圧縮指数 Ccが液性限界 wLを介して  10009.0  Lc wC で推定で
きるように（Skempton, 1970），多様な粘土のひずみ速度～pc関係が統一的に説明できそうである。
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1) 通常の CRS 試験では，試験に採用した圧縮ひずみ速度に応じた圧密降伏応力 pcが得られ，これら
は 1 対 1 に対応する。一方，長期圧密試験では一定の圧密圧力を載荷して行うことから，任意のひ
ずみとひずみ速度の関係が得られた。アイソタック概念に基づきひずみ速度に依存しない圧縮曲線
を求めることにより，複数のひずみ速度 および pcの関係が得られた。










ここに，c1はひずみ速度が極めて速い vp =1 のときの切片を表現し，c2はその時の勾配を表現して
いる。3 つ目のパラメータは，ひずみ速度が十分遅くなった際に，圧密降伏応力 pcが取り得る下限
値として定義するものである。
3) 基準圧縮曲線 RCC と称する CRS 試験の圧縮ひずみ速度 3.3×10-6 s-1に対応させる形で整理した結
果，p'cL/p'c0の値は統一的に 0.55 となり，パラメータ c1，c2についても各々1.1 程度，0.11 程度で設
定できることが示唆された。
4) 基準圧縮曲線 RCC ならびにアイソタックの関係式を用いることにより，任意のひずみ速度に対応
する圧縮曲線が得られた。これを用いて，二次圧密係数 Cについて考察した。すなわち，長期圧
密試験結果より粘塑性ひずみに関する二次圧密係数 Cvp と，粘塑性ひずみvp で表した圧縮指数
Ccvp(p'/p'c)=vp/log(p'/p'c)とを用いて，Cvp/Ccvpを算出した。 vp との関係に整理すると， vp の減
少と共に Cvp/Ccvp は減少し，C/Cc は一定でないことが示された。ただし，深度分布として整理
すると，0.039±0.003 と極めて狭い範囲に分布し，Mesri and Castro (1987)の知見と整合する。
5) 当初の検討では CRS 試験のひずみ速度を採用していたが，段階載荷圧密試験を多用する工学的見
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載荷経路には増圧器が搭載され，約 5 MPa までの圧力を載荷することが可能であり，載荷条件によ
っては数百メートルもの大深度におよぶ粘土試料に対応することができる 3)。































Frame for gap sensor
Cell pressure
Copper tube
Water flow from the top of
the bellow sub-specimen
























名称 種別 タイプ 容量 分解能
ギャップセンサ 変位計 非接触型 3mm 3.9×10-5mm
間隙水圧計 間隙水圧計 ひずみゲージ 5 MPa（50 kgf/cm2） 8.6×10-2 kPa
（8.8×10-4 kgf/cm2）

















土被り圧での排水距離 H0 (cm) 1 cm
試験前のひずみ速度（s-1） 2×10-9～5×10-8
試験荷重での排水条件 要素連結片面排水





試験に用いた試料に関して，物性値等をまとめ，表 6.3.1 に示す 4) 5)。また，試験条件について
表 6.3.2 に示す。
表 6.3.1 試料の状況
試料名 Ma13 Ma12 Ma11 Ma13Re
試料の状況 自然 自然 自然 再構成
深度 (GL –m) 10 43 65 －
有効土被り圧 s'v0 (kPa) 65 291 489 －
圧密降伏応力 pc (kPa) 106 452 701 116
過圧密比 OCR 1.63 1.55 1.43 －
土粒子密度 rs (g/cm3) 2.67 2.67 2.67 2.70
液性限界 wL (%) 91.2 104.6 85.9 91.3
塑性限界 wP (%) 37.2 40.5 25.6 30.4
塑性指数 Ip 54.0 64.1 60.3 60.9











Ma13 20, 100 39  69  216 (= 2 pc) 98
Ma12 20, 100 39  291  904 (= 2 pc) 196
Ma11 20, 50, 100, 200 59  489  1080 (= 1.5 pc) 196










付近）に達する時間 t / H2 は層厚が大きいほど左方に位置している。つまり，弾性圧密理論に基づ
いた圧密時間に関する H2則では，層厚 2 cm の一般的な寸法の圧密試験結果を用いると，実際の圧
密時間を過大に，圧密係数 cvを過小に評価してしまうことを示唆している。一方，過剰間隙水圧比
については，層厚が厚いほど途中段階（0.2＜ u / p＜0.9）で消散が遅れる傾向にあるが，圧密が概
ね終了する時点u / p＜0.1 付近で概ね収束しており，間隙水圧消散時間の t / H2 ではほぼ一致して
いると言え，圧密時間に関する H2 則が成立すると考えられる。特に，層厚 H = 200mm までの試験
を実施した Ma11 においても，過剰間隙水圧の消散状況について上記が成立していることは興味深
















































































































































































20 mm，100 mm とも，20～25％程度の沈下ひずみが発生している。一方，水圧消散挙動では，いず
れの層厚ケースでも消散途中で停滞現象が認められる。図 6.4.2 は，層厚 100 mm のケースの要素
ごとの水圧消散状況であるが，いずれの要素でも同程度の消散度合いにて停滞現象が確認できる。
CRS 試験時の pc（圧縮ひずみ速度：3.3×106 s1）のときu/p = 0.74 であり，屈曲点（u/p = 0.63
付近）は分割要素が圧密降伏している影響が現れたものと推察される。図 6.4.3 は間隙水圧比の等
時曲線である。間隙水圧消散挙動での屈曲点は 360 分前後であったが，等時曲線より，500 分程度
経過後に放物線で近似できることがわかる。したがって，圧密降伏後の過剰間隙水圧挙動は，
Terzaghi の圧密理論が適用できるものと考えられる。












H = 20 mm
H = 100 mm
(a) 沈下ひずみの経時変化



















H = 20 mm























































































Onsøy 39 108 275 2pc




















H = 2 cm
H = 10 cm
(a) 沈下ひずみの経時変化






















H = 2 cm
H = 10 cm
(b) 過剰間隙水圧比の経時変化




















Consolidation pressure p' (kPa)
H = 2 cm

































Louiseville 39 59 373 2pc
図 6.4.6(b)に示す間隙水圧挙動を見ると，pcに相当する圧力において水圧消散が一時的に停滞し，


















H = 2 cm
H = 10 cm
(a) 沈下ひずみの経時変化























H = 2 cm
H = 10 cm
(b) 過剰間隙水圧比の経時変化
図 6.4.6 分割型圧密試験結果（Louiseville 粘土）
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所定の時間経過後に再度消散するのが特徴的である。有効応力が CRS 結果の pc のときu/p = 0.58
であり，ほぼ屈曲する箇所と同じであるため，この時点で分割要素が降伏したものと考えられる。
これに対し，沈下挙動では降伏後は単調に増加し，著しい圧縮が生じている。同様の現象は，Mesri
ら（Mesri and Choi, 1985）の実験結果のほか，Louiseville 粘土と同じ東部カナダの Champlain 粘土で
ある St-Césaire 粘土を用いた既往の研究結果からも確認できる（Leroueil and Le Bihan, 1980）。

























Consolidation pressure p' (kPa)
H = 2 cm







































大阪湾粘土を対象として，分割型圧密試験機を用いることにより，層厚 20 mm～100 mm（Ma11
は H = 200 mm まで）の圧密試験を実施した。また，構造が発達した自然堆積粘土である大阪湾粘
土 Ma12 ならびに Louiseville 粘土，極めて均質な Onsøy 粘土を対象として同様の試験を実施した。
これらの試験結果より，以下の知見を得た。
 層厚 H=20 mm，100 mm では，沈下ひずみについては試料により発生する量が異なるものの，
時間軸 t / H2 に取った場合，層厚が大きいほど左方に位置していることから，層厚 2 cm の一
般的な寸法の圧密試験結果を用いると，実際の圧密時間を過大に，圧密係数 cvを過小に評価
してしまうことがうかがえた。
 これに対し，過剰間隙水圧挙動は，H=200 mm までの試験結果を含めても概ね合致しており，
圧密時間に関する H2 則が成立すると考えられた。
 構造の発達した Ma12 の試験結果から，過剰間隙水圧消散挙動では，いずれの層厚ケースでも
消散途中で停滞現象が認められた。このとき，有効応力は圧密降伏応力付近に相当しており，
分割要素の圧密降伏によるものと考えられた。
 均質な Onsøy 粘土では，過剰間隙水圧消散が沈下の進行状況（時間の対数軸で収束する時期）
とほぼ同じとなった。













上述したように，水圧挙動は次式に示す Terzaghi の理論解を適用した例えば 8)。
 





























(1) Terzaghi の理論解を用いて間隙水圧消散挙動をフィッティングし，圧密係数 cvを設定する。
(2) 適切な時間間隔t を設定し，フィッティングした cvを用いて時間と間隙水圧の関係を求め，
有効応力を求める。
(3) 初期ひずみ速度は，正規圧密粘土（ cLv p0 ）の場合，土被り圧をアイソタックの式(6.2)










































をもって cvを設定すると，180 cm2/d を得る（図 6.5.2）。図 6.5.3 にはこの cvでの計算結果も示し
ているが，間隙水圧挙動の再現精度を向上することにより，特に一次圧密過程においてフィッティ
ング精度が向上することがわかる。

















U 95 (cv = 75 cm
2/d)














U 95 (cv = 75 cm
2/d)







図 6.5.4 は，間隙水圧挙動に対する Terzaghi の理論解によりフィッティングした結果である．圧
密降伏後に特性が変化すると考えて，CRS 試験で得られる pc で cv を変えた場合と，変えない場合
について示している。消散途中で cvを変える場合には，有効応力が pc と同値となった後に停滞する
ように表現している（cv = 704→102 cm2/day）。






































































H = 2 cm
H = 10 cm
H = 100 cm
図 6.5.6 沈下ひずみの経時変化（pcLを用いる場合）
一方，定式化において pcの限界値 pcLを用いない場合，ひずみ速度と pc の関係は次式で表現する
ことができる（(6.2)式において pcL→0 の場合と等価）。
lnln 43  CCpc (6.3)






















H = 2 cm
H = 10 cm
























ここで，はひずみ速度， 1c と 2c はパラメータ（定数），pcは任意のひずみ速度での圧密降伏応力 pc，




粘塑性変形を計算する pcL，c1，c2のアイソタックパラメータ，透水係数 k，弾性係数 E を入力するほか，
基準圧縮曲線vp－log (p/ pc)を直接使用した。
6.6.2 長期圧密試験結果の再現性
大阪湾粘土の各地層（沖積粘土 Ma13，洪積粘土 Ma12，Ma11, …, Ma4）に対し，ひずみ速度と pcと
の関係に(6.2)式を適用して回帰した結果，アイソタックパラメータのうち pcLを pcL /pc0 = 0.55 として統
一した1。この値から c1ならびに c2を計算し，各層のパラメータを決定した。大阪湾粘土のうち，Ma13，







(kPa) c1 c2 k (cm/s)
Ma13 88 133 73 1.11 0.103 8×108
Ma12 286 447 246 1.09 0.103 5×108
Ma10 857 1208 666 0.616 0.0652 1×107
Ma4 1802 2420 1333 1.07 0.101 5×109
長期圧密試験の計算では，要素数 5（各 8 節点要素），上面排水下面非排水条件で排水距離 10 mm と
した。計算結果のフィッティングにあたっては，アイソタックパラメータは変更せず，初期値として土
被り圧における間隙比に対応する透水係数 k として設定したものを変更することにより微調整を行った
（表 6.6.1 参照）。なお，弾性係数については，計算の発散を避けるため十分大きい 105 kN/m2として
全層に適用した。






たデータによりパラメータを決定できた Ma13 ならびに Ma12 については，両結果はきわめて良く一致
している。Ma4 については，圧密初期にやや乖離が見られるものの，長期的には良く一致しているとい
える。

















試験結果 p = 235 kPa
試験結果 p = 353 kPa
FEM (p = 235)
FEM (p = 353)
図 6.6.1(a) 長期圧密試験の再現結果（Ma13）












試験結果 p = 882 kPa
試験結果 p = 1370 kPa
FEM (p = 882)
















試験結果 p = 1275 kPa
試験結果 p = 1667 kPa
FEM (p = 1275)
FEM (p = 1667)
図 6.6.1(c) 長期圧密試験の再現結果（Ma10）












試験結果 p = 2452 kPa
試験結果 p = 3138 kPa
FEM (p = 2452)





大阪湾粘土 Ma12 を用いた層厚 100 mm の分割型圧密試験結果を用いて，層厚の比較的大きい圧密沈
下をシミュレートした。分割型圧密試験では，各供試体底面で間隙水圧を測定しており，計算結果と実
測値を直接比較できる。分割型圧密試験の計算では長期圧密試験のシミュレーションと同様に要素数は






























































張指数，k0と（= e/lnk）は透水係数 k を設定するパラメータで e～log k 関係が直線であるとして
いる。
表 6.6.2 入力定数
p'c0 p'cL (kPa) p'cL/p'c0
(kPa)
c1 c2 Cs  k0 (cm/s) 
Louiseville 168 117 0.70 0.930 0.107 0.0025 0.003 1.8×10–7 4.76




土である Onsøy 粘土について図 6.6.4 に示すが，試験結果ならびに計算結果にややかい離が認められ
るものの，沈下ひずみの差異は試験結果最終時点で 1%未満となっており，概ね合致していると言える。




















































FEM (p' = 273 kPa)
図 6.6.4(a) 分割型圧密試験におけるひずみの再現結果（Onsøy）





































(kPa) c1 c2 Cs  k0 (cm/s) 
個別 384
280 0.729 1.228 0.138 0.0075
0.010 8.0×10–8 2.50
共通 269 0.701 0.930 0.107 0.010

























































































料の情報として，土粒子の密度s，液性限界 wLおよび圧密試験結果（e – log p' 曲線，圧密降伏応力 p'c）
があれば，圧縮曲線の設定が可能である。作成した圧縮曲線は基準圧縮曲線（p'/p'c～vp 関係）として整




































とした。必要な土質定数ならびに圧密試験結果について，それぞれ表 6.7.1，図 6.7.2 に示す。これらの


























Consolidation pressure p' (kPa)
Onsoy
図 6.7.2 圧密試験結果




















































































第 3 章（3.6.3 節）に示したように，構造係数 A を与えることにより圧縮曲線を作成することが可能
である（図 3.6.6）。作成した圧縮曲線を用いて，実際に圧密計算を行った。一般的な海成粘土の物性
値として液性限界 wL＝100 %，土粒子の密度s＝2.70 g/cm3，圧密降伏応力 p'c = 100 kPa の場合に，構造
係数 A が 0.15（区分Ⅳ：著しく構造を有する），0.05（区分Ⅲ：高位な構造を有する），0.00（区分Ⅱ：
堆積構造の影響は弱い）のときの圧縮曲線を用いることとした。これらの定数を基に，作成した圧縮曲
線を図 6.7.6 に示す。また，有効土被り圧は，沿岸域の海成粘土の標準的な過圧密比を考慮し，'v0 = 80
kPa とした。ただし，e – log p'関係は応力ひずみ関係に換算する必要があるが，室内試験結果（圧密試
験結果）と同程度のひずみ量とするため，ひずみは圧密圧力 p' = 1 kPa のときの間隙比を初期値 e0とし
て算出することとした。
なお，透水係数については間隙比の関数として表現されることから，大阪湾粘土の再構成試料の間隙
比 e～透水係数 logek 関係を用いて，有効土被り圧相当の際の透水係数 k ならびに e – log k 関係の勾配 ck
（= logk/e = 0.4）を用いた。
上述した入力条件をまとめ，構造係数 A ごとに表 6.7.2 に示す。






















































(a) e – log k 関係（試験結果） (b) e – log k 関係（拡大，横軸変更）
図 6.7.7 設定した e – log k 関係
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表 6.7.2(a) 入力定数（構造係数 A = 0.15）
物性
土粒子密度 s, g/cm3 2.70
アイソタック
p'cL, kPa 70.0
液性限界 wL, % 100 c1 0.935
構造




膨張係数 C 0.006 ck 0.4
USC a 0.150 応力状態 'v0, kPa 80.0b 1.85 e0 2.70
表 6.7.2(b) 入力定数（構造係数 A = 0.05）
物性
土粒子密度 s, g/cm3 2.70
アイソタック
p'cL, kPa 70.0
液性限界 wL, % 100 c1 0.935
構造




膨張係数 C 0.013 ck 0.4
USC A 0.150 応力状態 'v0, kPa 80.0B 1.85 e0 2.36
表 6.7.2(c) 入力定数（構造係数 A = 0.00）
物性
土粒子密度 s, g/cm3 2.70
アイソタック
p'cL, kPa 70.0
液性限界 wL, % 100 c1 0.935
構造




膨張係数 C 0.019 ck 0.4
USC a 0.150 応力状態 'v0, kPa 80.0b 1.85 e0 2.20
これらの土質定数を用いることにより，層厚 2 cm とするとき，有効土被り圧'v0から p'cの 2 倍とな
る圧力（p' = 200 kPa）となるように載荷した際に発生する沈下量，間隙水圧を求めた。
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様々な構造係数 A についての計算結果について，図 6.7.8，図 6.7.9 に示す。構造係数 A が大きいほ
ど高間隙状態からの変形となるため，発生する沈下量は大きくなる。107分経過時点では，A = 0.15 のケ









































































びに Ma12 については良好に表現できた。Ma4 については，圧密初期にやや乖離が見られる





・ 一方，構造が高位な洪積粘土である Ma12 の分割型圧密試験（層厚 100 mm，片面排水）を
シミュレートした結果，沈下挙動，間隙水圧消散挙動とも良好に表現できた。
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1. 粘土の一次元圧縮特性（e–log p 曲線）を用いたモデル化により，いくつかの自然堆積粘土の堆積構
造の影響を定量的に評価することを試みた。具体的には，圧密圧力が十分に大きいときの圧縮曲線
（究極基準圧縮曲線 USC）と，それからの乖離の程度を表すパラメータを組み合わせた簡易なモデ
ルを提案した。モデルは，USC を表現するパラメータ a と b，USC からの乖離の程度を表す構造係
数 A，USC に回帰する過程を表す収れん係数 B，過圧密領域の ln v–ln p 関係を表す膨張係数 C を用
いた。



































ここに，c1はひずみ速度が極めて速い vp =1 のときの切片を表現し，c2はその時の勾配を表現して
いる。3 つ目のパラメータは，ひずみ速度が十分遅くなった際に，圧密降伏応力 pc が取り得る下
限値として定義するものである。
6. 段階載荷による圧密試験を多用する工学的見地から，24 時間後の vpε を基に設定し，p'cL/p'c0LT=0.70








指数 Ccvp(p'/p'c)=vp/log(p'/p'c)とを用いて，Cvp/Ccvpを算出した。 vp との関係に整理すると， vp
の減少と共に Cvp/Ccvp は減少し，C/Cc は一定でないことが示された。ただし，深度分布として
整理すると，0.039±0.003 と極めて狭い範囲に分布し，Mesri and Castro (1987)の知見と整合した。
9. 層厚 H = 200 mm までの分割型試験の結果を含め，過剰間隙水圧挙動はいずれの層厚のケースも概
ね合致しており，圧密時間に関する H2則が成立すると考えられた。

























1. 構造の評価に用いた e – log p 関係で表現した簡易モデルでは，圧密試験結果より得られる圧密降伏
応力 pcを定め，過圧密領域，正規圧密領域を明確に意識したものである。このため，一般に圧密
試験結果に見られる，過圧密領域から圧密降伏する際の遷移的な挙動は表現できない。
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